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はじめに
近年の学校教育における課題の複雑・多様化、学校現場を取りまく環境の変化への対応、そして、2010
年から10年間で教員全体の約 3分の 1に当たる120万人の教員が退職し、経験の浅い教員が大量に誕生する
ことへの対応を見据え、教員が教職生活の全体を通じて不断に専門性を高めていくことを支援するシステム
づくりが喫緊の課題となっている（中央教育審議会教員の資質能力向上特別部会、2011）。そうしたことへ
の対応も含めて、教員免許更新制度が開始され、その改善の検討も進められている（教員免許更新制度の改
善に係る検討会議、2013）。
教員の専門性を高める研修システムを受講者である各教員が自己の課題と捉え、学修していくことができ
るようにするためには、教員が自身の職務をどのように捉えているのかを明らかにしておくことも必要のよ
うに思われる。
本稿では、小学校、中学校、高等学校、そして、特別支援学校の教員が、教員の職務の必要性をどのよう
に捉えているのかについて質問紙調査を行った結果を報告する。

方法
1．対象
岐阜県内公立学校教員333名（小学校 5校99名、中学校 3校62名、高等学校 2校57名、特別支援学校 1校
115名）

2 ．時期・手続き
2012年7月から8月、各学校長への説明・許諾後、岐阜県内公立学校教員374名（小学校 5校109名、中学
校 3校66名、高等学校 2校72名、特別支援学校 1校127名）にて留置法にて質問紙調査を実施した。自由意
志での回答、匿名性などを文書で示し、同意者が参加した。（回収率89.04％）

3 ．調査内容
・フェースシート：性別、年齢、職名、勤務校種、所持している教員免許状、教員歴、
・職務の必要性に関する質問用紙：北神・高木・田中（2000）に中学校教員を対象にして行った質問項目
を基にし、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校に勤務経験のある現職教員10名が職務内容、表現
を 4校種いずれにも該当するように考慮し、必要性が高いと思われる職務33項目、必要性が低いと思わ
れる職務55項目を選定した。回答は、最近 6か月間の回答者自身の勤務状況を振り返り、「経験がない（ 0
点）」から「すごく思う（ 5点）」の 6件法とした。

4 ．分析方法
教員の職務の必要性の捉えの因子構造を検討するために、必要性が高いと思われる職務33項目、必要性
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が低いと思われる職務55項目への回答について因子分析を行った。初期解の推定には最尤法を用いて、因
子の回転としてプロマックス法を用いた。因子数はカイザーガットマン基準とスクリープロット基準に従っ
て決定した。ただし、因子への関与がないとされる因子負荷量｜ .40｜に満たない項目を削除し、再解析した。
統計解析にはSPSSver.22.0を用いた。

結果
1．教員が必要性が高いと捉えている教員の職務
全項目がシャピローウィルク検定にて正規分布に従わないことが確認された。しかし、因子分析に変わる
ノンパラメトリック法は存在しないため、因子分析を行うこととした。なお、ヒストグラムで特に逸脱した
データがないことを確認した。
因子負荷量｜ .40｜に満たない項目が生じなくなるまで 7回の解析を行った。その結果、4因子が示され、
回転後の因子負荷量は表 1のとおり、20項目いずれも｜ .40｜以上であった。KMO測度は .928で、バートレッ
トの球面性検定は p<.01で有意に単位行列とは異なり、因子分析を適用させることの妥当性が保証された。
第 1因子は「児童生徒の健康観察」「児童生徒を支えるための保護者との連携の強化」「児童生徒一人ひと
りに応じた活躍の場の配慮」などで構成されており、<教育活動の土台つくり >の因子と命名した。第 2因
子は「日常での児童生徒一人ひとりとのコミュニケーションの育成」「集団の中で適切に自分を主張できる
力の育成」「定期的に機会を設けての児童生徒とのコミュニケーション」などで構成されており、<コミュ
ニケーション力の育成 >の因子と命名した。第 3因子は「地域の教育力向上や意識作り」「部活やクラブ活
動などを通しての地域との関わり」「専門の部活動担当」「過保護にならないなどの適切な家庭の教育力向上
の支援」などで構成されており、<地域・家庭との連携 >の因子と命名した。第 4因子は「児童生徒の最低
限度のマナーや社会性の育成」「様々な学習水準の児童生徒にあった授業の工夫」「学力水準に合わせた補習・
学習プログラム」などで構成されており、<基礎的な力の育成 >の因子と命名した。

2 ．教員が必要性が低いと捉えている教員の職務
全項目がシャピローウィルク検定にて正規分布に従わないことが確認された。しかし、因子分析に変わる
ノンパラメトリック法は存在しないため、因子分析を行うこととした。なお、ヒストグラムで特に逸脱した
データがないことを確認した。

表 1　教員が必要性が高いと捉えている教員の職務の因子構造

項　　目
因　　子

<教育活動の
土台つくり>

<コミュニケ−
ション力の育成>

<地域・家庭
との連携>

<基礎的な力の
育成>

  1　児童生徒の健康観察
  2　児童生徒を支えるための保護者との連携の強化
  3　児童生徒一人ひとりに応じた活躍の場の配慮
  4　連絡帳などを通しての保護者とのコミュニケーション
  5　不登校児童生徒への指導支援
  6　家庭との密接な連絡
  7　日常での児童生徒一人ひとりとのコミュニケーションの育成
  8　集団の中で適切に自分を主張できる力の育成
  9　定期的に機会を設けての児童生徒とのコミュニケーション
 10　人の気持ちや痛みがわかるような心の力の育成
 11　教員自らのコミュニケーション能力や技術の育成
 12　地域の教育力向上や意識作り
 13　部活やクラブ活動などを通しての地域との関わり
 14　専門の部活動担当
 15　過保護にならないなどの適切な家庭の教育力向上の支援
 16　児童生徒のボランティアなど地域に参加する意識作り
 17　児童生徒の最低限度のマナーや社会性の育成
 18　様々な学習水準の児童生徒にあった授業の工夫
 19　学力水準に合わせた補習・学習プログラム
 20　教科指導上の教師間情報交換

.768

.744

.731

.707

.610

.540

.084
-.118
.077
.052
.196
.260
-.065
-.269
.413
-.018
.114
.132
-.128
.197

.142

.061

.021
-.115
.062
--.063
.876
.837
.644
.544
.522
-.104
-.005
.075
.020
.118
.006
.130
-.041
.018

-.203
.014
-.102
-.031
.048
.146
-.137
.044
.163
.061
.207
.727
.632
.607
.505
.475
-.022
-.118
.235
.104

-.009
.003
.120
.072
-.045
.112
.018
.072
-.054
.121
-.086
-.067
.065
.099
-.135
.114
.682
.648
.643
.510
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表
2　
教
員
が
必
要
性
が
低
い
と
捉
え
て
い
る
教
員
の
職
務
の
因
子
構
造

項
目

因
子

<
授
業
以
外
の
業
務
>

<
地
域
・
保
護
者
へ
の

過
度
な
対
応
>

<
部
活
動
指
導
の

過
負
担
>

<
外
部
へ
の
過
度
な

対
応
>

<
向
学
心
の
低
い
児
童

生
徒
へ
の
対
応
>

<
保
護
者
の
過
剰
要
請

へ
の
対
応
>

  1
　
児
童
生
徒
会
や
委
員
会
の
担
当

  2
　
集
団
の
中
で
の
児
童
生
徒
の
社
会
性
の
育
成
を
目
指
し
た
指
導

  3
  専
門
教
科
以
外
の
授
業
参
観

  4
　
学
級
通
信
の
作
成
・
配
付

  5
　
ノ
ー
ト
を
取
る
、
忘
れ
物
を
し
な
い
な
ど
基
本
的
な
学
習
態
度
の
保
障

  6
  児
童
生
徒
に
問
題
行
動
が
あ
っ
た
等
の
臨
時
の
家
庭
訪
問

  7
　
修
学
旅
行
な
ど
の
宿
泊
を
伴
う
校
外
行
事
引
率

  8
  校
内
の
授
業
研
究

  9
　
児
童
生
徒
に
自
分
の
言
動
に
は
責
任
を
持
た
せ
る
社
会
的
責
任
の
指
導

 1
0 
 週
一
回
の
職
員
の
打
ち
合
わ
せ

 1
1　
該
当
学
年
以
前
の
学
力
保
障

 1
2　
登
校
地
域
で
の
交
通
指
導

 1
3　
不
登
校
な
ど
の
児
童
生
徒
へ
の
進
路
・
学
習
保
障
の
努
力

 1
4　
教
科
外
・
専
門
外
の
指
導
や
対
応

 1
5　
保
護
者
の
理
解
や
要
請
を
受
け
た
勤
務
時
間
外
の
不
登
校
児
の
家
庭
訪
問

 1
6　
通
常
の
年
度
始
め
の
家
庭
訪
問

 1
7　
苦
情
だ
け
学
校
に
言
っ
て
く
る
地
域
へ
の
対
応

 1
8　
教
育
委
員
会
・
P
T
A
か
ら
来
る
現
場
と
か
け
離
れ
た
要
請
へ
の
対
応

 1
9　
本
来
は
家
庭
で
行
う
べ
き
児
童
生
徒
の
私
生
活
の
指
導

 2
0　
直
接
学
校
と
関
係
の
な
い
こ
と
で
の
地
域
の
義
理
立
て

 2
1　
学
校
が
多
忙
な
時
の
研
修
へ
の
参
加

 2
2　
保
護
者
が
で
き
な
い
よ
う
な
躾
へ
の
学
校
の
対
応

 2
3　
集
団
場
面
で
勝
手
な
主
張
を
す
る
親
へ
の
対
応

 2
4　
行
政
研
修
へ
の
参
加

 2
5　
土
曜
日
、
日
曜
日
な
ど
の
勤
務
時
間
外
の
部
活
指
導

 2
6　
部
活
動
の
顧
問
に
な
る
な
ど
の
職
務
負
担

 2
7　
専
門
外
の
部
活
動
担
当

 2
8　
宿
泊
を
伴
う
部
活
遠
征
な
ど
の
引
率

 2
9 
 勤
務
時
間
外
の
企
業
へ
の
訪
問

 3
0 
 児
童
生
徒
の
資
格
取
得
の
た
め
の
授
業
外
で
の
指
導

 3
1 
 校
外
研
修
の
も
ち
ま
わ
り
で
の
報
告

 3
2　
児
童
生
徒
が
参
加
す
る
少
年
団
等
の
大
会
の
応
援

 3
3 
 ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
作
成

 3
4 
 民
間
の
模
擬
試
験
や
学
力
調
査
、
資
格
検
定
の
実
施

 3
5　
授
業
妨
害
を
す
る
児
童
生
徒
へ
の
学
力
保
障

 3
6　
授
業
を
開
始
す
る
際
,児
童
生
徒
を
教
室
へ
入
れ
る
た
め
の
巡
回

 3
7　
児
童
生
徒
本
人
の
意
思
の
不
明
確
な
進
路
相
談

 3
8　
学
力
に
つ
ま
ず
き
が
見
ら
れ
る
児
童
生
徒
の
た
め
の
進
路
指
導

 3
9　
学
習
意
欲
の
な
い
児
童
生
徒
へ
の
補
習
・
再
試
験

 4
0　
遅
刻
防
止
や
無
断
外
出
防
止
の
た
め
の
校
門
で
の
指
導

 4
1　
保
護
者
が
教
師
へ
要
請
す
る
校
外
の
生
活
指
導

 4
2　
夜
間
に
自
宅
に
か
か
る
保
護
者
か
ら
の
電
話
へ
の
対
応

.8
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.8
11
.7
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.7
70
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47
.7
35
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19
.7
13
.6
70
.6
32
.4
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.0
10
.1
02

-.1
53

-.0
80

-.0
11
.0
03
.1
35

-.0
56
.0
60

-.0
15
.0
13
.0
45
.0
67
.4
60
.0
83
.0
69

-.0
76

-.0
07

-.0
63

-.0
56
.0
60
.0
02

-.0
77

-.0
23

-.1
57
.0
12

-.0
92

-.0
65
.2
07
.3
03
.1
59
.4
21
.2
28
.0
84
.8
00
.7
87 78
0

.7
19
.6
61
.6
13
.5
53
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50
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45
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89
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-.0
59
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51
.2
33
.1
36
.0
85
.2
01

-.0
93

-.0
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07
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.0
17
.1
43
.1
28
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38

-.0
42

-.0
21

-.1
18
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.0
56
.1
16
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.0
04
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35
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25
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20
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02
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36
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因子負荷量｜ .40｜に満たない項目が生じなくなるまで 3回の解析を行った。その結果、6因子が示され、
回転後の因子負荷量は表 2のとおり、42項目いずれも｜ .40｜以上であった。KMO測度は .945で、バートレッ
トの球面性検定はp<.01で有意に単位行列とは異なり、因子分析を適用させることの妥当性が保証された。
第 1因子は「児童生徒会や委員会の担当」「集団の中での児童生徒の社会性の育成を目指した指導」「専門
教科以外の授業参観」「学級通信の作成・配付」「ノートを取る、忘れ物をしないなど基本的な学習態度の保
障」「児童生徒に問題行動があった等の臨時の家庭訪問」「修学旅行などの宿泊を伴う校外行事引率」などで
構成されており、<授業以外の業務 >の因子と命名した。第 2因子は「苦情だけ学校に言ってくる地域への
対応」「教育委員会・PTAから来る現場とかけ離れた要請への対応」「本来は家庭で行うべき児童生徒の私
生活の指導」「直接学校と関係のないことでの地域の義理立て」などで構成されており、<地域・家庭への
過度な対応 >の因子と命名した。第 3因子は「土曜日、日曜日などの勤務時間外の部活指導」「部活動の顧
問になるなどの職務負担」「専門外の部活動担当」などで構成されており、<部活動指導の過負担 >の因子
と命名した。第 4因子は「勤務時間外の企業への訪問」「児童生徒の資格取得のための授業外での指導」「校
外研修のもちまわりでの報告」「児童生徒が参加する少年団等の大会の応援」などで構成されており、<外
部への過度な対応 >の因子と命名した。第 5因子は「授業妨害をする児童生徒への学力保障」「授業を開始
する際、児童生徒を教室へ入れるための巡回」「児童生徒本人の意思の不明確な進路相談」「学力につまずき
が見られる児童生徒のための進路指導」「学習意欲のない児童生徒への補習・再試験」などで構成されており、
<向学心の低い児童生徒への対応 >の因子と命名した。第 6因子は「保護者が教師へ要請する校外の生活指
導」「夜間に自宅にかかる保護者からの電話への対応」で構成されており、<保護者の過剰要請への対応 >
の因子と命名した。

まとめ
今回の教員による教員の職務の必要性について捉えに関する調査研究より、教員が必要性が高いと捉えた
教員の職務として <教育活動の土台つくり >< コミュニケーション力の育成 >< 地域・家庭との連携 >< 基礎
的な力の育成 >の 4因子が、教員が必要性が低いと捉えた教員の職務として <授業以外の業務 >< 地域・家
庭への過度な対応 >< 部活動指導の過負担 >< 外部への過度な対応 >< 向学心の低い児童生徒への対応 >< 保
護者の過剰要請への対応 >の 6因子が明らかになった。
必要性が高いとした教員の職務の因子はいずれも児童生徒との教育活動を支える基盤となるものであり、
教師が教育活動の高まりを志向する姿が明らかになった。それに対し、必要度が低いとされた教員の職務の
因子は教育活動に直接的に関わる 2因子 <授業以外の業務 >< 向学心の低い児童生徒への対応 >と、それ以
外の 4因子 <地域・家庭への過度な対応 >< 部活動指導の過負担 >< 外部への過度な対応 >< 保護者の過剰要
請への対応 >から構成された。
必要性が低いとした <授業以外の業務 >< 向学心の低い児童生徒への対応 >は、必要性が高いとした <教
育活動の土台つくり >< コミュニケーション力の育成 >< 基礎的な力の育成 >の遂行を妨げるような要因に
なりかねないものであり、その職務に時間を裂きたくないとの思いの現れと思われる。また、必要性が低い
とした <地域・家庭への過度な対応 >< 部活動指導の過負担 >< 外部への過度な対応 >< 保護者の過剰要請へ
の対応 >は、必要性が高いとした <地域・家庭との連携 >を遂行するに当たり、互いに肯定的な関係の中で、
過度の負担なく展開したいとの教師の志向が示されたものと考える。
今後は、本報告で明らかになった小学校、中学校、高等学校、そして、特別支援学校の教員共通な教員の
職務の必要性についての捉えを踏まえ、校種、職務、年齢などの要因による差異についても検討を進める。
そして、教員自身の職務の捉えのあり様、更には、それを踏まえた研修内容・方法についても検討していき
たい。
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